人口高齢化と政府部門の役割 by 吉田 雅彦


























































る。表 1 より，わが国では，政府最終消費支出の対GDP比は1975年以降， 9%台でほぼ一定
表 1 一般政府支出の対GDP比の推移 く%)
1970 75 80 85 86 87 88 89 90 91C年度)
政府最終消費支出 7.4 10.6 9.8 9.7 9.6 9.8 9.9 9. 7 9.6 9.4 
政府粗固定資本形成 4.8 5.5 6.2 4.8 5.4 6.0 4.3 4.0 4.4 4.6 















Ge/Y = -1. 2621 + 1.2056No + 0.2037 D 
(7.4031) (2.0781) 
R2=0.8794 D. W. =0.7831 
(1) 
ただし， Gt/Y は社会保障給付費の対国民所得比， N，。は老年人口比率 (65歳以上人口の総人


























率とダミー変数によって説明され(自由度調整済決定係数 R2=0.8794) ， 基本説明変数である





T /Y = -4. 012 + 1.631 Gt!Y + 28. 462P + O.029 g + 6.121D (2) 
(8.601) (6.728) (3.052) (5.406) 
R2=0.967 D. W.=1. 693 
ただし， T/Y は租・社会保険料負担の対国民所得比(=国民負担率)， Gt/Y は社会保障給付






























生産性上昇率を加えた率で、表される。すなわち，潜在成長率を y， 労働力人口の増加率を N，
労働生産性上昇率を A とすれば，
y=N+ﾀ (3) 
と表される。したがって，この 5 年間の経済成長率は年平均 3.5%を目標としているため，労
働生産性上昇率は(3)式より 5.6%を見込んでいることになる(表 3 参照〕。ところが，労働生




























L=り十h+ !V (5) 
いま，厚生省の「日本の将来推計人口 J (1992年〉の中位推計によれば， 15-64歳までの労
働力人口の増加率は， 1990-95年の間で年平均 0.4%であるが， 1996-2000年の間では年平均増
加率はゼロ%となる。すなわち，労働力人口に関しては，わが国はすでに労働力減少型経済に
移行していると言えよう。さらに，労働力人口は2000-2025年までの25年間で817万人も減少し，
その減少率は13.3% となり，年平均減少率は0.5% となる〈とくに， 2010-15年の聞の年平均減
少率は 1%にもなる)。
他方，時短に関しては，労働省の「毎月勤労調査統計年報J (1993年)によれば，総実労働
時間は1990年2， 063時間， 91年2， 032時間， 92年1 ， 982時間， 93年1 ， 920時間と着実に減少してい
る。先の『生活大国 5 カ年計画』で、は， 1996年までに年間総実労働時間を 1 ， 800時間にするこ
とを目標としているが，この目標を達成するには年平均減少率は 2.1% となる。したがって，
労働力化率と労働力人口を不変とし，さらに労働生産性上昇率を1980年代の年平均上昇率であ
る 3. 1% と想定すれば，潜在成長率は(3)式により 1%でしかない。
また，総実労働時間の1 ， 800時間が1996年に達成されることは無理として， 2000年までに達
成されると想定すれば，年平均減少率は 0.9%'fこ緩和される。上述したように， 1990-95年と
1996-2000年の聞の労働力人口の増加率はそれぞれ0.4% と 0%と予想されるため，労働力化率
を不変とすれば匂=0) (5)式により，労働供給量の増加率 (L) は1990-95年の間では0.5%，
1996-2000年の聞では0.9% となる。したがって，これに労働生産性上昇率 3.1%を加味した潜
























u[c ,/t)J + (l +ρ)-lU[CO (t + l)J 
u[cJ =log c とする。
(6) 
ここで， cパt)， c o (t +1) はそれぞれ時点 t 期における就業期の消費，時点 t+1 期における高
齢期の消費を表し，また， p は時間選好率を表す。
公的年金制度が存在しない場合，消費者の予算制約は次の(7) ， (8)式によって表される。
cy(t) +s(t) =w(t) (7) 
co(t+1)=[1+r(t+1)Js(t) (8) 
上 2 式において， w(t) および s(t) はそれぞれ時点 t 期の勤労所得，貯蓄を表す。また， r 
は利子率を表す。
(7)および(8)式の制約の下で，効用関数日〉式を最大にするための一階の条件は，
が [cy(t)J= {(l +r(t 十 1))(1 +ρ)}u'[c o (t+1)J (9) 
を得る。この(9)式と予算制約式(7) ， (8)式から，就業期の消費と貯蓄を求めれば，
ら(t)=ow(t) (10) 
(4) ライフサイグノレ理論としては， Modigliani, F.,“The Role of Intergenera主ional Trasfers and 
Life Cycle Saving in the Accumulation of Wealthヘ Journal 01 Economic Persμctive ， Vol. 
2, 1988, pp. 435-443. が有益である。また，わが国に関する実証研究としては， Horioka , C. Y. , 
“ Why is ]apan's Hous鑄old Saving Rate so High?" , Journal 01 Japanese and International 
Economies, Vol. 4, 1990, pp. 49-92. がある。
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s(t) =ω (t) -cy(t) = (1 -0)ω (t) (11) 
となる。ここで， 0 は勤労所得からの消費性向を表し， 0= (1 +p)/(2+p) である。
次に，賦課方式による公的年金制品:存在する場合，時点 t 期における公的年金の保険料を
τ(t) ， 公的年金の給付額を b(t) と表せば，予算制約式は次のように修正される。
cy(t) +s(t) + τ (t) =ω (t) 
co(t+ 1) = [1+r(t + 1)Js(t) +b(t+ 1) 
(12) , (1 3)式から生涯の予算制約を求めれば，
ら(t)十 co (t +1)/[1+r(t+1)J =w(t) 一τ (t)+b(t+ 1)/[1 +r(t + 1)J 
(12) 
(13) 




[1 + n(t) Jτ (t) =b(t) (15) 
上式において， n(t) は時点 t 期における人口成長率を表す。(15)式より，公的年金における
純移転額 NTR(t) は，
[1 +n(t+ 1)Jτ(t+1) NTR(t) =一τ(t)




s(t) = (1-0)ω(t) -r (t) -oNT R(t) (17) 
を得る。(17)式の右辺第 1 項は(10)式と同様のものであるが，第 2 項および第 3 項が公的年金
制度によって貯蓄が減少する部分を表している。第 2 項は直接的な減少的効果で，公的年金の
保険料額分だけ貯蓄が減少することを示唆し，先の貯蓄率が減少する要因としては第 3 の仮説
























T山/W=1.2891 十 O.9572Gt/Y +0. 2301D 
(6. 035) (1. 984) 
R2=0_ 9392 D. 羽T.=0_ 8921 
S ,, =32.021- 1. 181 Tw/W 
(14.081) 
R2=0.825 D. W.=1. 570 
(18) 
(19) 
上 2 式において ， Tw!W は勤労者世帯の税・社会保険料負担の勤労者世帯実収入に対する比







国民所得比 (Gt/めを上昇させ，これがさらに勤労者世帯の負担率 (Tw/W) を引き上げ，
Tw/W の上昇は個人貯蓄率を引き下げるという因果関係が導出された。このような因果関係
を図示すれば，図 2 のように表される。いま， 2000年における老年人口比率 No が 17%と予想
されるため，これを(1 )式に代入すれば，社会保障給付費の対国民所得比 Gt/Y は19.2% とな
る。この19.2%を(18)式に代入すれば，勤労者世帯の負担率 Tw/W は19. 7% と予想されるた
め， (19)式により 2000年時点の個人貯蓄率 Sh は8.8% となる。わが国の個人貯蓄率は今後傾
向的に低下し， 2000年にはすでに 8%台まで低下し， 21世紀には貯蓄不足により経済成長率が
(6) Cf. Barro, R. J.,“Are Government Bonds Net Worth?ぺ Journal 01 Political Economy , 
Vol. 82, 1974, pp. 1095-1117. 宮島洋『高齢化時代の社会経済学』岩波書店， 1992年，第 3 章。
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1 人について 1 年この制度は， (1)出産前後の15カ月間休暇と子供(12歳まで〉が挙げられる。





























歳以下の子供が 5 人いれば，月当り 6， 000クローナ(日本円で約13万円)の児童手当を受ける
ことカミで、きる。






















































一般的に，先進諸国の社会経済システムは，図 5 で表されるように，民間部門 (P) ， 公的部
門 (G) ， これら両部門の混合形態である混合部門 (M) によってさまざまな財・サービスの
供給が行なわれている。どの部門がより大きなウエイトを占めるかは国によって異なるが，西
(11) 丸尾直美「米英の勤労者株式所有制の発展J ~経済学論纂~ (中央大学〉第31巻，第 1 ・ 2 号併号，
1993年， 125-149ベージ。
(12) Cf. Richard Rose and Rei Shiratori, The Welfare State , East and West , Oxford Univer-
























(13) Cf. Evers, A. and 1. Svetlic (eds.) , Balancing Plualism: New Welfare Mixes in Care lor 
the Elderly, European Centre in Vienna, Avebury, 1993. 
(14) 加藤寛編『入門公共選択』三嶺書房， 1983年，第 2章，第 7章参照。
(15) Cf. Libenstein, H.,“The ]apanese Management System : An X.E伍ciency.Game Theory 
Analysisぺ Masahiko Aoki (ed.) , The Economic Analysis 01 the Jaρanese Firm , North. 
Holland, 1984. 
(16) わが国においては家族機能に対する財政的支援は少ない。税制における配偶者控除と特別配偶者控
除は財政的支援と見なすことができるが，財政支出による支援はほとんど見られない。今後は家族介
護に対して財政的助成が必要となろう。
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